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まとめる九 K，と非IT資本投入 KNに分解し， (6)を昏き直
すと，
2.1.1 算出方法
産出高 Yが資本投入量 K，労働投入量 L，お
よび時間 tからなる生産関数で表される，つまり，
Y=j(K(t)， L(t)， t) (1) 
とする。この(1)を時間 tで微分すると，
dY/dt=(δY/ a K) (dK/dt) 
+(a Y/θL) (dL/dt) 
+(δ Y/θt) (2) 
となる。さらにこの (2)の両辺を Yで割ると，
次の (3)が得られる。
dY/Y=( a Y/θK) (dK/ Y) 
+(δY/θL) (dL/Y) 
+(δ Y/δt)/Y (3) 
dY/Y=[r，KJ(PY)] (dK，/KJ 
+ 1 [rK/(PY)] (dK/K) 






























S，K，= 1 r，KJ(PY) ! K， 








tional Income and Product Account :国民所得・
生産勘定)算出時に IT投資を示す IPRE(Infor-










ual Inventory : PI法)

















SK= [(i+ o ，-t J P，K， 
































Morrison and Berndt [2]. Siege[ [4]がある。
また日本では松平 [7]や李 [9]がある。
















































































ln( VJL，)主 Z併，J，+a ln(K;/L， ) 
r' 
(19) 










=[(i+ o I-P 1) PI]/[(i+ o o-po)Po] 
(21) 
で表すことができる。ここで， δV/oKz， rz， 





さて， (19)を多少変形し， さらに撹乱項 E を
加えると


































































2) Oliner and Sichel [3]， p.305のTable10 
を参照せよ。










7)詳しい推計結泉はMorrisonand Berndt [2]， 
pp.10-16を参照せよ。
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